




梶 原 禎 夫
　先進工業国では，多くの産業は集中化が進み，企業による消費者支配が進行している。
しかし，これらの国では，企業による消費者支配に対しては，消費者の組織的抵抗や消費
者個人の自立化意識の高まりが生れ，企業と消費者の間で利益の均衡を回復するみちが開
かれる。更に，1政府の独禁政策や消費者保護政策によって消費者利益が極端に損われる機
会を排除する努力もなされている。しかし低開発国では，先進国でみられるような，消費
者利益の擁護のための消費者の自衛や政府による企業行動の規制も殆どみられず，低開発
国市場に先進国企業が販売を行う場合，高度のマーケティング技術をもつ企業による消費
者支配が極端に進むことになる。低開発国の一般大衆はこの先進国企業を収奪者とみなす
ようになり，製品ボイコットや企業進出反対の運動となって不満を一挙に爆発させること
にもなる。先進国にみられる企業による消費者支配の構造と企業利益のために犠牲にされ
る消費者利益の回復機構を検討することは，低開発国市場における先進国企業と消費者の
聞の関係を改善するための何らかの手がかりを与えることになるかもしれない。
1．企業による消費者支配の構造
　企業のマーケティングは市場必要を識別し，その必要に沿って製品の開発を指導し，製
品を市場に供給する過程であり，消費者の生活水準を高めるために，有限の資源の最：適利
用を促進する機能をもつものである。ところが，企業は消費者の必要充足の名のもとに，
消費者に対する操縦性を高め，売上や利益の拡大のために無差別な需要創造に向かい，む
しろ収奪の傾向を強くし，また企業の供給活動に消費者の利益を損なう要素が伴う場含さ
えみられるようになった。
　企業による消費者行動の分析は，消費者の必要，動機，態度を探り，供給活動を消費者
の高い満足がえられるように調整するために正当に利用することもできたはずであるが，
多くの場合これを越えて消費者を操縦するための拠点をみいだすために利用されてきた。
企業は消費者行動の全過程を把握することによって消費者操縦に必要ないくつかの拠点を
同時に利用することが可能になり，消費者をその支配下においた。むろん消費者は選択行
動そのものを企業から支配されることはなく，単に行動を誘導されるだけであり，新製品
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導入の場合の高い失敗率で分るように，企業も対消費者政策で失敗することも多かった。
製品は消費者の必要充足の主体であるが，消費者の必要度は高くても，市場が小規模とみ
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られたり，技術的成功率が低いとみられると製品の研究開発は行なわれず，むしろ大量需
要の開発のための製品差別化と広告に巨大な投資が行なわれた。製品差別化では，新技術
により製品の基本的機能を改善するより販売促進の手がかりとしての特異性の創造に重点
がおかれ，消費者の再購買を加速するたあに繰り返し製品差別化の修正が行なわれ，また
この製品差別化の強化と並行して，利潤率を高めるために安全性，信頼性，耐久性を犠牲
にした原価削減が推進された。むろん，市場が大きい場合には，新技術の開発が行なわれ
たが，新技術は，しばしば消費者の健康や生命を危険に導く要素を伴い，環境を汚染して
きた。広告は市場に選択や消費に必要な製品情報や価格情報を報知し，消費者の計画的購
買を援助する機能をもたせることができたはずであるが，しかし実際には選択に必要な情
報を供給しようとせず，製品特徴を変えただけの新製品の購入や消費者の購買決定を促進
するたあの単純なスローガンの繰り返しに巨大な投資が行なわれた。消費者は同じことを
繰り返し聞いたり，見たりすることを余儀なくされ，製品選択のための自由な思考を制限
されてきた。さらに，このような広告は消費者の注目を製品欠陥から逸らず役割さえ果し
てきた。また，市場への大量供給と再購買の加速化は大量の使用済み製品を出し，先述の
新技術による環境汚染とともに消費者の生活環境を破壊に導く傾向が現われた。
2．　コンシューマリズム
　1960年代に入ると，まずアメリカで消費者を犠牲にして企業の利益や売上の拡大を重視
する企業行動に対し，コンシューマリズム（consumerism）とよばれる消費者の組織的
抵抗が発展し始めた。コンシューマリズムは企業の行動と消費者の要求の間の隔たりや企
業と消費者の間の情報伝達の不足から生まれたもので，企業に対する消費者の組織的抵抗
であり，企業に法律的，道義的，経済的圧力を加えることによって消費者を保護し，売手
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に対し買手の権利や力を強化しようとする社会的勢力である。教育水準の向上により消費
者が製品の識別能力をもつようになったことと，所得水準の向上もあって，物的な豊富さ
だけでなく，生活の質の向上を要求するようになったこと，一方このような消費者の姿勢
の変化にもかかわらず，技術の急速な進歩により製品内容が複雑になり消費者による製品
差の識別が困難になったこと，また消費者に不利益をもたらす政策の修正を要求するため
の知識，技術，意思をもつようになったことなど消費者側の事情の変化もコンシューマリ
　　　　　　　　　　（3）
ズムの主な動力となった。具体的な消費者抵抗は，製品の信頼性，安全性，差別化，大量
反復広告，包装，信用販売などに対する非難，企業による環境汚染に対する責任追求とな
って現われた。
　さて，マーケティング概念は消費者の必要の識別とその充足という消費者志向の原理を
もっていたが，コンシューマリズムはこのマーケティング概念の誤った導入や不充分な実
行から生まれたのであろうか，それとも，マーケティング概念の内容や性格に基本的欠陥
があったのであろうか。ドラッカー（Peter　Drucker）は，消費者は必ずしも自己の必
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要を知っておらず，企業も消費者の必要の充分な識別力をもっていないこと，企業は消費
者の選択のための必要な情報を提供していないこと，企業が供給する製品内容は必ずしも
消費者が期待し，また企業が約束したものではないことをあげ，マーケティングが消費者
の充分な理解のうえにたっていなかったことを明らかにし，マーケティング概念の不充分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
な実行がコンシューマリズムを生んだとする考えを示唆した。しかし，コンシューマリズ
ムを引き起こした企業行動をもたらした要因には，マーケティング概念の不充分な実行以
上のものが含まれている。コンシューマリズム発生の一般的基盤は，企業が消費者必要の
充足機構でその必要内容と必要充足の条件の認識を誤り，利益拡大や競争的地位の強化の
ために無差別な需要創造に向かったことである。マーケティング概念は製品決定や市場開
発が消費者の必要によって指導される原理であったが，消費者の必要そのものについての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
充分な分析はなされず，消費者を操作するための拠点の発見に努力が注がれてきた。まず，
企業が製品供給の対象として捉える消費者の必要は消費者によって表明されたいわば当座
の必要で，必ずしも消費者の真の必要ではない場合が多かったことである。また，消費者
の必要充足を行なう場合，消費者のより重要な，より基本的な必要，とくに生命や健康を
犠牲にしてはならないという条件があることを企業が充分認識していなかった。つまり，
消費者の表明された必要の充足は必ずしも長期的にみて消費者の利益を高めてはいなかっ
　　　　（6）
たのである。むしろ，企業は消費者の即座的な必要充足の衝動を刺激し，また消費者間に
消費者自身についての差別化競争を導入することによって需要拡大を行ない，消費者に対
する収奪性を強めていた。無差別な需要拡大政策と同時に，競争力強化のための価格政策
や利潤率拡大のために製品の安全性や信頼性を犠牲にした製品設計が行なわれ，さらに技
術的に新しい製品については，生命や健康を脅かす要素をもつ製品さえ導入された。企業
は消費者へ供給する製品について消費者にその計画的購買のための情報を提供するという
より，消費者による購買を一方的に促進する説得的広告に大量の投資が行なわれてきたこ
とは，企業が消費者の必要に正当に製品を供給してこなかった証拠でもあった。コンシュ
ーマリズムはこれらのマーケティングの欠陥を暴露し，マーケティング概念の充分な導入
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というより，企業のマーケティング政策に基本的転換を迫るものであった。
　さて，コンシューマリズムはどのような効果を企業や市場にもたらすであろうか。最終
的には，コンシューマリズムは，製品の品質だけでなく，安全性や信頼性，製品の使用に
よる社会的生態学的影響に対する消費者の反応を高め，製品イメージが消費者の購賀決定
に関係する程度を低下させるであろう。また，コンシューマリズムは消費者の計画的購買
を援助するための製品情報や価格情報の供給量を増加させ，無差別な需要創造や購買
速度の加速化のための製品差別化と大量広告の効果を減少させるであろう。さらに，コ
ンシューマリズムは企業に対し社会的責任の認識を高めさせ，マーケティングによる環
境破壊を極小化させる努力を余儀なくさせるであろう。喧騒を極める広告や販売員活動
は規模の縮小化を迫られ，経路機構は単に製品を市場に供給するためだけでなく，製品
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使用後の廃棄物回収の機関としても利用されねばならなくなるであろう。すでにコンシ
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ユーマリズムに対する企業の反応が製品や広告についてみられる。製品差別化を制限し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
安全性の開発により多くの投資が行なわれる場合や製品の技術差の開発，安全性の開発，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1ω
環境汚染の回避などのために広告費を削減しようとする傾向が現われ始あている。消費者
への情報伝達については，広告内容を情報的にするというより，広告量を削減し，消費者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
と直接接触する機関の整備や，より情報的な包装とラベルを用いる傾向がみられる。しか
し，企業のコンシューマリズムへの反応は，計画的，系統的というより，防衛的，個別的
でしかなく，実質的というより名目的なものが多く，さらに消費者志向性をとっているこ
ととそれによって成長してきたことを理由にコンシューマリズムを無視する企業さえあ
（12
る。
　コンシューマリズムはマーケティングにおける消費者志向性の不充分な導入に対する抵
抗であるとして，その基本的性格を見誤り，コンシューマリズムの主唱者が真の消費者の
代表ではないと考える企業はコンシューマリズムへの有効な適応が遅れ，やがて市場地位
の低下にいたるであろう。他方，コンシューマリズムを正当に評価し，消費者の長期的利
益を重視し，消費者の自律的な選択行動を尊重する政策へ転換した企業に対しては新しい
市場機会が現われ始める。コンシューマリズムは，それに対し早期に適応を行なう企業に
とっては新しい市場機会であり，あくまでコンシューマリズムに対抗し消費者操縦の思想
を変えない企業にとっては，脅威となる。とくに，コンシューマリズムの指導者を批判し
たり，コンシューマリズムを無視することは，ますますコンシューマリズムの強化を促す
ことになる。このようにすべての企業は早晩コンシューマリズムに対し適応の方向に向か
うと思われるが，しかし果してコンシューマリズムだけで企業のマーケティング内容はコ
ンシューマリズムが目ざす方向に変わるであろうか。先述のように，一般にコンシューマ
リズムに対する企業の適応は遅く，不充分であることは，コンシューマリズムを政治的機
構を通ずる闘争にまで発展させ，消費者保護のための政府機関の設立や立法を促す。コン
シューマリズムが，政治的闘争に向い始めると，企業はより厳しい政府規制を回避するた
めに，コンシューマリズムへの適応を速めるかもしれない。しかし，マーケティングがそ
の基本的性格を変えるのは，企業が消費者の識別能力の拡大に直面し，市場は比較的小さ
いことを認識し，無差別な需要創造への衝動を抑え，消費者の計画的購買行動に対し供給
内容の修正を余儀なくされる時である。この消費者行動の計画化は，消費者の教育水準の
向上，計画化しようとする意識，少ないにせよ企業や政府機関からの情報によっても促進
されるが，その実質的な推進は，むしろ企業間への価格競争の導入と所得水準の向上によ
る消費者の商標間および店舗間の流動性の拡大に伴う経験的学習を通じて達成される。
3．消費者による購買行動の計画化
　一般に価格競争が導入されると消費者は価格に反応するだけでなく，製品差にも敏感に
　（12
なる。価格切下げに直面し，消費者はそれまでの購買慣習を再検討し，特定商標への執着
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をやめ，商標間を流動し始める。消費者はそれまでと異なる商標の消費経験を通じ，信頼
性の高い情報をえて，購買行動を計画化させる。所得の上昇も消費者の新しい購買行動に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
ついての危険負担能力を高め，一部の消費者の商標間流動性を高める。このような価格刺激
と，一部には所得上昇を通じて商標間を流動し始めた消費者に対しては，製品差別化，心
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
理的広告，直接購…買行動を起動するための広告などの売上効果は低下する。企業間競争は
製品の技術的改善と価格競争力の強化を中心とするダイナミックな過程として展開される
傾向が現われ始める。
　このような競争過程はこれまでも，進入が比較的容易で多数の売手から構成され，技術
の未開拓領域も大きい生成期の産業でみられた。また，寡占化した産業でも，製品比較，
従って価格比較が容易なために価格競争の排除ができない製品分野，比較的集中度の低い
もの，とくに競争的周辺企業をもつもので価格競争が残っている場合，また経路に割引小
売商の割り込みが成功している場合などに，類似の競争過程の展開がみられた。とくに，
割引小売商が各種の商標について行なう，短期間の特別割引による価格刺激が消費者の商
標間流動性を高め，消費者の購買行動を計画化に導く効果は大きい。また，割引小売商が
導入する価格競争は，特別の店舗イメージで消費者に高価格を受容させ，消費者を自己の
店舗に固定させるたあの小売商の需要創造的サービスの効果を低下させ，消費者の店舗間
　　　　　　q7）
流動性も高める。店舗間を流動し始めた消費者は製品内容と価格そのものへの反応を強化
する。小売商はサービスの内容を消費者操縦的なものから，製品に対する消費者の苦情処
理，消費者の自律的決定のための製品情報の提供など消費者利益を直接促進する方向への
転換を余儀なくされる。
　先に，所得上昇が消費者の危険負担能力の拡充を通じて，一部の消費者についてはその
商標間流動性を高め，購買行動の計画化を促すことを指摘したが，また逆にインフレーシ
ョンの進行は消費者間に実質所有が減少しつつあるという認識を高め，より大規模に，ま
たより強力に消費者の購買行動の計画化を直接促進し，製品差別化や広告の売上効果を減
少させる。集中度の高い消費財産業では企業は製品差別化と広告によって，商標に対する
消費者の執着を創造し，消費者に高価格を受容させ，インフレーションの一つの要因をつ
くってきたが，やがてインフレーションの進行自体が，このような製品差別化と広告によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
る消費者操縦機構を破壊するようになる。企業間には再び価格面争が展開され始め，この
価格競争を通じて競費者の購買行動の計画化がさらに促進される。また，インフレーショ
ンの進行に伴う，消費者の価格に対する反応の強化は，価格弾力性の拡大を通じて割引小
売商による価格競争の導入を促進する。価格競争は，インフレーションの下では，より少
ない価格引上げ幅という方法でも導入されることに注意すべきである。割引小売商による
価格競争の導入は，消費者の店舗間流動を促し，製造企業による経路支配を困難にし，製
造企業間の価格競争の機会をさらに拡大する。
　コンシューマリズムは企業のマーケティングの目的や性格の変革を迫っているが，企業
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に抵抗する消費者組織が企業の政策内容を把握する能力には限界があるし，企業と消費者
組織の間には戦略水準の相違も大きい。コンシューマリズムに対する企業の反「応が個別
的，防衛的でしかないのは，企業の系統的適応が遅れていることもあるが，コンシュ・一マ
リズムの力の限界を示していることにも注意しなければならない。政府による企業行動の
規制もマーケティング行動を一定の限界内に止あるだけで，その基本的性格の転換まで要
求することはできない。コンシューマリズムが目標とするマーケティングの基本的性格の
変革は，先述の価格競争の導入による消費者の購買行動の計画化が同時に進行しなければ
実現しない。
　コトラー（Philip　Kotler）は社会的マーケティング概念（societal　marketing　concept）
を示し，マーケティングがコンシューマリズムに直面して，変わらなければならない方向
　　　　（19
を明示した。社会的マーケティング概念は，企業のマーケティング機構を社会システムの
構成部分として認識し，マーケティングへ，しかしその外延を越えて消費者と一般大衆を
含む関係ヘシステム概念を導入しようとするものである。ここでは消費者や一般大衆の存
在が企業によって正当に評価され，企業のマーケティングは消費者の本来の目標とその社
会への影響の面から制御される。企業による消費者操縦ないし消費者収奪に対する消費者
の組織的抵抗と購買行動の計画化，マーケティング活動の社会的影響に対する一般大衆の
抵抗や政府による規制の強化などは，企業のマーナティング問題解決機構の基盤を社会全
般に拡大することを促すことは否定できない。しかしここでも，価格競争の導入を通じて
達成される消費者行動の計画化がその主な促進力であることに注意すべきである。
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